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議案第１９号 

    

平成平成平成平成２２２２９９９９年度白石町一般会計予算年度白石町一般会計予算年度白石町一般会計予算年度白石町一般会計予算    

 

 平成２９年度白石町の一般会計予算は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１３，８９０，０００千円とする。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

 

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第２表 

債務負担行為」による。 

 

（地方債） 

第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率  

及び償還の方法は、「第３表 地方債」による。 
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（一時借入金） 

第４条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、１，０００，０００千円と定め

る。 

 

（歳出予算の流用） 

第５条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、

次のとおりと定める。 

（１）  各項に計上した給料、職員手当及び共済費（賃金に係る共済費を除く。）に係る予算額に過不足を生じた場合にお

ける同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用。 

 

平成２９年３月６日提出 

 

白石町長 田 島  健 一    
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事　　　　　項 期　　　間 限　　度　　額

中小企業者に対する設備資金利子補給金 平成３０年度から平成３２年度まで 当該条例で定めた額

第２表　債務負担行為
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過 疎 対 策 事 業 506,600 　１　普通貸借証書
　　又は証券借入

　２　政府銀行金融
　　機関等から借入

　　　　　５．０％以内
　ただし、利率見直し方式で
借り入れる資金について、利
率見直しを行った後において
は、当該見直し後の利率

　借入先の融資条件による。
　ただし、町財政の都合により据置
期間及び償還期限を短縮し、若しく
は繰上償還又は低利に借換えする
ことができる。

臨 時 財 政 対 策 債 380,000

合 併 特 例 事 業 929,000

第３表　地方債

（単位：千円）

起 債 の 目 的 限 度 額 起 債 の 方 法 利 率 償 還 の 方 法
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１．特別職

寒 冷 地 そ の 他

（人） 手 当 の 手 当

 長 等 3 23,328 7,266 7,124 37,718 6,240 43,958

議 員 16 50,448 15,714 66,162 20,111 86,273
共済費は、退職議
員等給付負担分等

そ の 他 の
特 別 職

1,745 111,156 111,156 111,156

計 1,764 161,604 23,328 22,980 7,124 215,036 26,351 241,387

長 等 3 23,328 7,043 7,100 37,471 6,467 43,938

議 員 18 56,058 17,078 73,136 23,296 96,432
共済費は、退職議
員等給付負担分等

そ の 他 の
特 別 職

1,970 103,448 103,448 103,448

計 1,991 159,506 23,328 24,121 7,100 214,055 29,763 243,818

長 等 223 24 247 △ 227 20

議 員 △ 2 △ 5,610 △ 1,364 △ 6,974 △ 3,185 △ 10,159

そ の 他 の
特 別 職

△ 225 7,708 7,708 7,708

計 △ 227 2,098 △ 1,141 24 981 △ 3,412 △ 2,431

（備考　長等及びその他の特別職の期末手当年間支給率3.25月分）

（単位：千円）

報 酬 給 料
共 済 費 合 計 備 考

本 年 度

前 年 度

比 較

給与費明細書給与費明細書給与費明細書給与費明細書

給 与 費

区 分
期末手当 地域手当 計

職 員 数



２．一般職

（１） 総   括

職 員 数

（人） 報 酬 給 料 職 員 手 当 計

本 年 度 260 1,036,639 799,842 1,836,481 322,670 2,159,151

前 年 度 256 1,024,476 805,153 1,829,629 323,009 2,152,638

比 較 4 12,163 △ 5,311 6,852 △ 339 6,513

本 年 度 10,820 31,092 0 8,547 9,270 17,010 247,423 161,677 48,680 0 264,795 528

前 年 度 10,243 29,712 760 7,557 9,937 16,740 247,197 152,132 67,160 0 263,151 564

比 較 577 1,380 △ 760 990 △ 667 270 226 9,545 △ 18,480 0 1,644 △ 36

職員手当
の 内 訳

期 末 手 当

区 分

地 域 手 当区 分

（単位：千円）

住 居 手 当 児 童 手 当

合 計共 済 費

（単位：千円）

備 考

通 勤 手 当 退職手当勤勉手当
管理職員
特別勤務

手当

管 理 職
手 当

給 与 費

宿日直
手当

時間外
勤務手当

扶 養 手 当
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区 分 増 減 額

職員数増減に伴う増減分 △ 6,237

その他の増減分 4,676

昇給に伴う増減分 6,458

職員数増減に伴う増減分 △ 6,951

選挙時間外勤務手当等の増減分 △ 16,154

その他の増減分 3,411

制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分

そ の 他 の 増 減 分

制度改正に伴う増減分7,925

説 明 備 考

△ 1,561

増 減 事 由 別 内 訳

給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分

13,910

△ 186

△ 13,236

7,925

△ 186

13,910

給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増減分

職員手当 △ 5,311

（単位：千円）(2)　給料及び職員手当の増減額の明細

給 料 12,163

そ の 他 の 増 減 分

昇 給 に 伴 う 増 減 分



(3)　給料及び職員手当の状況

ア.　職員一人当たり給与

　

高 校卒

大学卒

区 分 行 政 職 技 能 労 務 職

29年1月1日現在

平均給料月額(円） 338,691 306,978

平均給与月額(円） 373,536 328,724

平均年齢 （歳） 44歳9月 49歳0月

28年1月1日現在

平均給料月額(円） 345,305 306,560

平均給与月額(円） 381,945 320,946

平均年齢 （歳） 45歳3月 49歳2月

イ.　初任給

区 分 行 政 職 （ 円 ） 技能労務職（円）
国 の 制 度

行 政 職 （ 円 ） 技能労務職（円）

147,100 144,500 146,100 143,500

169,000 166,300 178,200
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ウ.　等級別職員数　

(等級別の標準的な職務内容）

技 能 労 務 職

六　級

一 般 行 政 職 主事 主事 係長・主任 係長・主査 課長・専門監・課長補佐 課長・専門監

区 分 　　一　級 二　級 　三　級 　　四　級　 五　級

計 252 100.0 計 10

２ ８ 年 １ 月 １ 日 現 在

111.1

１ 級 22 8.6

２ 級 11 4.3

３ 級 52 20.4 １ 級

77.8
５ 級 14 5.5 ３ 級 3 33.3

６ 級 13 5.1 ４ 級 7

４ 級 140 54.9 ２ 級

計 255 100.0 計 9 100.0

１ 級 27 10.6

２ 級 10 3.9

３ 級 53 20.8 １ 級

66.7
５ 級 19 7.5 ３ 級 3 33.3

２ ９ 年 １ 月 １ 日 現 在

６ 級 8 3.1 ４ 級 6

４ 級 138 53.6 ２ 級

区 分
行 政 職 技 能 労 務 職

級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）



エ.　昇給
　 　　

比 率 （ B ） ／ （ Ａ ） （ ％ ） 96.6 96.8 90.0

3号給 (人) 7 7

1号給 (人)

8号給 (人)

4号給 (人) 194 185 9

10

昇 給 に 係 る 職 員 数 （ B ） ( 人 ） 253 244 9
前

年

度

職 員 数 （ Ａ ） ( 人 ) 262 252

号給数別内訳

2号給 (人) 52 52

6号給 (人)

昇 給 に 係 る 職 員 数 （ B ） ( 人 ）

区 分

本

年

度

職 員 数 （ Ａ ） ( 人 )

8号給 (人)

1号給 (人)

97.7

4号給 (人)

6号給 (人)

3号給 (人)

比 率 （ B ） ／ （ Ａ ） （ ％ ）

号給数別内訳

51

195

2号給 (人)

264 255 9

合 計
職 種

12

258 9

行 政 職 技 能 労 務 職

249

51

9186

100.0

12

97.6
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オ.　期末手当・勤勉手当

カ.　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

キ.　その他の手当

同

同

扶 養 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

差 異 の 内 容国の制度との異同

同

区 分

国 の 制 度
（ 支 給 率 等 ）

定年前早期退職
特 例 措 置
（2～20％加算）

支 給 率 等

25.55625

34.5825

特 例 措 置

49.59

区 分
２０年勤続の者

(月分）

25.55625

２５年勤続の者 最 高 限 度

（2～45％加算）
34.5825 49.59 49.59

49.59

定年前早期退職

支給率計(月分）

(月分）
３５年勤続の者

(月分）

2.225

備 考
(月分）

そ の 他 の
加 算 措 置 等

有

区 分
１ ２ 月 ( 月分 ）

4.200

支 給 期 別 支 給 率

2.225

2.1752.025

６ 月 （ 月 分 ）

前 年 度

国 の 制 度

2.075 4.300本 年 度

4.3002.075

職制上の段階、職務の

級等による加算措置
備 考

有

有
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（単位：千円）

期　間 金　額 期　間 金　額 国県支出金 地方債 その他

1
農業経営基盤強化資金利子
補給金

融資平均残高の
0.5%以内

Ｈ16～28 10,524 Ｈ29～47 19,583 9,790 9,793

2
土地改良事業借入金償還補
助

償還金の20/100
相当額

Ｈ16～28 868,652 Ｈ29～33 18,777 18,777 0

3
中小企業者に対する設備資
金利子補給金

当該条例で定め
た額

Ｈ16～28 34,355 Ｈ29～31 7,300 7,300

4 固定資産土地評価支援業務 40,000 Ｈ28 26,000 Ｈ29 14,000 14,000

5
玉葱べと病対策借入資金利
子補給金

融資平均残高の
0.1%以内

－ － Ｈ29～33 1,300 1,300

支出見込額　 の支出予定額 特　定　財　源
一般財源

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支
出額又は支出額の見込及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書出額又は支出額の見込及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書出額又は支出額の見込及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書出額又は支出額の見込及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

事　　　　　項 限 度 額
前年度までの 当該年度以降 左　の　財　源　内　訳
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　　　　　　（単位：千円）

7,379,137 6,816,734 506,600 720,906 6,602,428

(1) 総　　務　　債 0 0 0 0 0

(2) 衛　　生　　債 2,249,707 2,058,219 0 195,309 1,862,910

(3) 農 林 水 産 債 1,723,026 1,518,823 0 186,459 1,332,364

(4) 土　　木　　債 130,084 89,380 0 21,276 68,104

(5) 住　　宅　　債 0 0 0 0 0

(6) 教　　育　　債 598,776 497,921 0 85,964 411,957

当 該 年 度 中
起 債 見 込 額

当 該 年 度 中 元 金
償 還 見 込 額

　１．　普　　　通　　　債

地地地地 方方方方 債債債債 のののの 前前前前 々々々々 年年年年 度度度度 末末末末 にににに おおおお けけけけ るるるる 現現現現 在在在在 高高高高 並並並並 びびびび にににに 前前前前 年年年年 度度度度 末末末末
及及及及 びびびび 当当当当 該該該該 年年年年 度度度度 末末末末 にににに おおおお けけけけ るるるる 現現現現 在在在在 高高高高 のののの 見見見見 込込込込 みみみみ にににに 関関関関 すすすす るるるる 調調調調 書書書書

区　　　分
前 々 年 度 末
現 在 高

前 年 度 末
見 込 額

当 該 年 度 中 増 減 見 込
当該年度末現在高
見 込 額

(7) 消    防    債 0 0 0 0 0

(8) 過　　疎　　債 2,677,544 2,652,391 506,600 231,898 2,927,093

5,437,460 5,409,604 380,000 417,702 5,371,902

109,858 90,015 0 20,133 69,882

17,564 8,869 0 8,869 0

1,291,927 1,102,839 929,000 289,403 1,742,436

14,235,946 13,428,061 1,815,600 1,457,013 13,786,648

8,798,486 8,018,457 1,435,600 1,039,311 8,414,746

　４．　臨 時 税 収 補 塡 債

　５．　合 併 特 例 債

合　　　計

２．臨時財政対策債を除いた合計（再掲）

　２．　臨 時 財 政 対 策 債

　３．　減 税 補 塡 債
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